
令和４年度　公文書開示状況（５月決定分）　生活文化スポーツ局

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号
2
号
3
号
4
号
5
号
6
号
7
号
8
号
9
号

非開示理由等 所管局部課等

1 R4.3.25 R4.5.24

平成３１年度兼業実績報告（生活文化局）
平成３１年度兼業実績報告（オリンピック・パラリンピック準備局）
平成３１年度兼業実績報告（都民安全推進本部）
令和２年度兼業実績報告　（生活文化局）
令和２年度兼業実績報告　（オリンピック・パラリンピック準備局）
令和３年度兼業実績報告　（生活文化スポーツ局）

7 1 1

【東京都情報公開条例第７条２号】
個人に関する情報で特定の個人を識別することができる（他の情報と
照合することにより、特定の個人を識別することができることとなる
ものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にす
ることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため。

生活文化スポーツ局
総務部総務課

2 R4.3.28 R4.5.29 宗教法人「〇〇〇」（東京都○○○○○○○○○○）が都庁に提出した一切の資料 65 1 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条２号】
責任役員の氏名は個人に関する情報で特定の個人の情報を識別するこ
とができるため

【東京都情報公開条例第７条第３号】
宗教法人の事業活動に関する情報は、宗教行為及び信仰に関連する情
報が含まれているため、公にすることにより当該法人の権利その他の
利益が損なわれると認められるため

【東京都情報公開条例第７条４号】
代表役員の印影を開示することとなると、偽造等による犯罪の予防に
支障を及ぼす恐れがあるため

【東京都情報公開条例第７条第６号】
宗教法人の事業運営に関する情報であり、法人が規則等に従ってその
目的に沿った活動を行っていることを所轄庁が把握するために提出を
義務づけている書類であって、公にすることは、信教の自由を妨げる
ことがないようにという宗教法人法の趣旨、目的に反するため、宗教
法人の所轄庁への信頼を損ない、宗教行政の適正な遂行に支障を及ぼ
すおそれがあるため

生活文化スポーツ局
都民生活部管理法人課

3 R4.4.11 R4.4.26

東京体育館（東京体育施設の指定管理者として公募）の指定管理者公募における公募資料一式
・募集要項
・様式（共通）
・施設別資料：提案課題や様式等（東京体育館）
・当時の質問回答

102 1
生活文化スポーツ局
スポーツ施設部
施設整備第一課

4 R4.4.13 R4.5.23

○○幼稚園園則（令和３年４月１日実施）
○○幼稚園園則（令和４年４月１日施行）
○○幼稚園園則（令和３年４月１日実施）

13 1
生活文化スポーツ局
私学部私学行政課
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5 R4.4.21 R4.5.17

Ｒ３年度東京ウィメンズプラザ一般相談・男性相談総件数
基本形ローテーション
令和４年度東京ウィメンズプラザ　男性のための悩み相談業務委託
東京ウィメンズプラザ相談室利用案内等の送付について

7 1
生活文化スポーツ局
都民生活部
東京ウィメンズプラザ

6 R4.4.21 R4.5.17 今後の男性相談の相談日を増やす予定・計画について、記載されているもの 1 当該公文書は実施機関では現に作成しておらず、存在しない。
生活文化スポーツ局
都民生活部
東京ウィメンズプラザ

7 R4.4.22 R4.5.18

ドメスティックヴァイオレンス等の被害者と称する者が、第三者または同一世帯主等からの自己の住民票等の写しの交付等の請求を
制限すること（いわゆる支援措置）を求めた場合に、それに対して、警察署が意見書等の書面の作成において、上記支援措置が必要
であるとする場合のドメスティックヴァイオレンスの内容としての「有害な言動」の判断基準を各警察署等に告知した文書または、
当該基準を記録した文書

1 当該公文書は、実施機関では現に作成しておらず、存在しない。
生活文化スポーツ局
都民生活部
男女平等参画課

8 R4.4.26 R4.5.20

（１）東京体育施設等指定管理者選定委員会報告書
（２）東京体育館指定管理者審査提案書類（事業計画書）
（３）東京体育館事業報告書（平成28年度）
（４）東京体育館事業報告書（平成29年度）
（５）東京体育館事業報告書（平成30年度）
（６）東京体育館事業報告書（平成31年度）
（７）東京体育館事業報告書（令和２年度）
（８）東京体育館事業報告書（令和４年度）
（９）東京アクアティクスセンター指定管理者審査提案書類（事業計画書）
（１０）東京アクアティクスセンター事業報告書（令和２年度）
（１１）東京アクアティクスセンター事業計画書（令和４年度）

340 1 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第７条２号】
個人に関する情報で特定の個人の情報を識別することができるため

【東京都情報公開条例第７条３号】
事業者の内部管理に属する情報で公にすることにより当該事業者の競
争上又は事業運営上の地位が損なわれると認められるため

【東京都情報公開条例第７条４号】
犯罪の予防に支障を及ぼす恐れがあるため

生活文化スポーツ局
スポーツ施設部
施設整備第一課


